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中小機構のカーボンニュートラル支援施策のご紹介
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中小機構の支援体制
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中小企業の経営課題に応じた幅広い支援メニュー

創業から企業の成長・発展、事業再生までを総合的に支援

全国ネットワークを活かして高度・広域な支援を推進

支援ノウハウを活かして、地域の支援機関の支援機能の向上を支援

地域の支援機関、大学、金融機関等と連携して中小企業を複合的に支援

全国約3000名の専門家や中小企業支援に精通した職員等の人的資源を活用

『我が国で唯一の中小企業政策全般にわたる総合的な実施機関』
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知る

測る

減らす

中小機構のカーボンニュートラル支援施策 （全体像）

カーボンニュートラル相談（専門家によるオンライン相談窓口）

削減対策（省エネ対策・低炭素対策）の実施計
画を立てる。取組を実行し、定期的に見直しする。
取組内容を社内外へ発信する。

自社の産業を取り巻くカーボンニュートラルに関す
る情報を収集する。取組み方針を検討する。

中小企業が取り組みを進めるにあたっては、 ①カーボンニュートラルについて知る、②排出量等を把
握する（測る）、③排出量等を削減する（減らす）、の３つのステップで進めることがポイント。
企業規模、経営状況や取り組み状況などに応じて、カーボンニュートラルの取り組みを計画的、
持続的に実施するための支援施策の提案と実施しています。

カーボンニュートラル専門家助言
（３回まで・無料で派遣）

ハンズオン支援事業
(テーマを定めた社内プロジェクトの支援)

カーボンニュートラル実現に向けた
チェックシート

J-Net21（各種支援施策や補助金等の情報を総合的に紹介）

セミナー、勉強会開催支援
（支援機関等で開催の場合）

J-GoodTech
（ビジネスマッチングサイト)

CO2排出量を算定する。事業所単位・事業活
動単位などで分析し、削減ターゲットを特定する。
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中小企業向け勉強会・セミナー

支援機関等にて、参加する中小企業様を募集し、開催案内等の対応を頂ければ、
中小機構から無料で講師を派遣致します。

講師派遣料

は無料！

経験豊富な

専門家

参加する中小企業様を募集し、開催案内等の対応
を頂ければ、中小機構から講師を派遣致します。
対面型／オンライン開催のいずれも、対応可能です。
※会場開催の場合、会場手配や機材のご準備を
お願いしています。

内容・時間

個別に調整

説明内容や講演時間は、ご相談の上で個別に
アレンジ致します。
・講演後に、専門家との個別相談会の時間を設けるような
企画も検討可能です。
・自社のCO2排出量の算定方法を簡易的なワークシートを
用いて理解するような内容を盛り込むこともできます。

実際にカーボンニュートラルに関する相談窓口や、
中小機構のハンズオン事業（専門家派遣により
経営課題の解決を支援する伴走型支援施策）
においてカーボンニュートラルをテーマとした案件の
支援を担当している実務経験の豊富な
専門家が講師として登壇致します。

実績

自治体（県、市）、金融機関、商工団体、業界団体
主催の中小企業向けセミナー・勉強会や、大手メーカー
のサプライヤー（中小企業）向けのセミナー・勉強会など
多数実施。
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https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html

中小企業・小規模事業者の方々を対象に、オンライン相談（火曜日・木曜日開催、1回1時間）にて、
経験豊富な専門家がカーボンニュートラル・脱炭素化の実現に関するアドバイスを行っています。
（例）「自社のCO2排出量を測定する方法を知りたい」「環境配慮型の取組みをPRしたい」

カーボンニュートラル相談窓口（事前予約制）

「カーボンニュートラル相談窓口」 どなたにでも使っていただきやすい

5

－お申込（QRコードまたは下記URLから）－
https://service.smrj.go.jp/cas/customer/questions/c52fb071792641268ebf2d539966449b

お申込は⇒
こちら ⇒
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「カーボンニュートラル相談窓口」 相談事例

https://it-map.smrj.go.jp/

･取引先から､カーボンニュートラルに取り組んでほしい
旨の依頼があった。サービス業として実施が可能な
取組みについてできるだけ具体的に知りたい。

相談するハードルが低くて助かった。対応策の全体像と｢はじめの一歩｣を踏み出す方法が明確に
理解できた。進める都度これからも課題が出てくると思うのでまた相談したい。
相談した課題解決だけではなく、市場動向を含めた資料と出典元を教えてもらい参考になった。
ポイントを絞った具体的な相談をしたが、相談実施前に資料を確認して当社の特徴を踏まえた上で
具体的なアドバイスを受けることができたので、今後の取り組みにすぐに活かせる点がとても役立った。

相談するハードルが低くて助かった。対応策の全体像と｢はじめの一歩｣を踏み出す方法が明確に
理解できた。進める都度これからも課題が出てくると思うのでまた相談したい。
相談した課題解決だけではなく、市場動向を含めた資料と出典元を教えてもらい参考になった。
ポイントを絞った具体的な相談をしたが、相談実施前に資料を確認して当社の特徴を踏まえた上で
具体的なアドバイスを受けることができたので、今後の取り組みにすぐに活かせる点がとても役立った。

・省エネ・カーボンニュートラルへの取り組み方法の概要
や具体的手段の例を教えてほしい。

・SBT認証を取得し、Scope1,2の取組について
目処が出来てきたのでScope3の取組を進めている。
・Scope3への取組を進める上で、不明点や
課題が出てきたので相談したい。

・取引先(Scope3)へのGHG排出量の削減要請は
どのように進めて行くべきか？

・システム導入してSCOPE1,SCOPE2の測定を昨年から
始めている。当社顧客は環境意識が強く､もっと環境へ
の取組をアピールしたいと考えており、対応について
具体的に相談したい。

・取引先から受けた調査の中でCO2排出
量関連の問合せ項目の比重が高くなって
きた。カーボンニュートラルの取り組み姿勢も求められ
始めており、将来的な取引の継続の観点から、
取り組まないリスクを感じている。
・外部に取組を客観的に示す方法としてSBT
を活用したいので、SBTの制度の概要、
申請の要件、申請作成手順等について、
詳しく教えて欲しい。

取組検討・情報収集 取組推進中の発生課題

・取引先よりSBT認証取得の要望があり、対応
を進めている。SBTの個別の申請項目に対して、
不明な点が出てきたので相談したい。
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排出量算定に着手する企業の取組みを中小機構の専門家が支援します。
最大３回の訪問支援を通じて、CO2排出量の簡易的な算定に取組んで現状や課題を把握し、今後の削減
対応を検討するための助言を行います。カーボンニュートラルの取り組み方の全体像が理解できます。

カーボンニュートラル専門家助言（訪問／オンライン）

「カーボンニュートラル専門家助言」 CO2排出量の算定等に取組んでみる

01回目
02回目

03回目

現状把握

課題発見

削減対応策

• カーボンニュー
トラルの概要の
説明 

• 現地視察と設備
使用状況の確認 

• 簡易診断シート
を用いたCO2排
出量算定方法の
説明 

• 簡易診断シート
のレビュー 
月/年の使用量 
推移 
Scope1,2の割合 

• 削減目標の設定 

• 生産設備のエネ
ルギー使用状況
の確認 

• 現在行っている
施策の確認 

• 削減対応策の 
検討 

• 課題の明確化 
• 中長期の活動計
画の検討 

• 推進体制と全社
活動方針の確認 

支援活用例

以下の事業者におすすめ！
・設備を多く保有している事業者（製造業）
・企業規模の比較的大きい事業者
・算定方法を自社で理解したいと考えている事業者
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静岡県裾野市の株式会社東明電気製作所様は、取引先の大手メーカーからの「エコアクション21」取得の
推奨を受けたことを契機に、省エネや3Rの取組を開始されました。
そのようなタイミングで中小機構の専門家助言を知り、３回の支援の中でScope1・2を算定、CO2排出量
を見える化するとともに、カーボンニュートラルの知識を深められました。
支援の中でSBT認証の存在を知り、得られた情報を活かして認証取得に挑戦。社員のモチベーション向上
や商談の際の反響に繋がっています。今後は情報発信にも力を入れ、業界内の中小企業のモデルケースに
なることを目指して引き続き社員全員で頑張りたいと思います。

「カーボンニュートラル専門家助言」 支援事例

(画像出典、参考)中小機構HP『J-Net21』
https://jnet21-snavi.smrj.go.jp/special/cn/tohmeidenki.html
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具体的に取り組むべき課題や対応テーマが見えてきた企業向けには、経験豊富な専門家を派遣し、経営課題の
解決をサポートする伴走型支援の仕組みを設けています。カーボンニュートラルに関する取組も対応しています。
経営課題の把握から解決までのプロセスを自社で遂行できるようアドバイスを行っています。

「ハンズオン支援」 専門家派遣による本格的な伴走型支援
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「ハンズオン支援」を活用した社内プロジェクト例

支援先企業
成果

・継続的なCN推進体制の構築（CN推進委員会の設立、マニュアル・ロードマップの策定）
・CN推進のためのスキルの蓄積（中小企業向けSBT認証取得、CFP算定方法等の習得）
・外部へのアピール 新聞記事掲載や新規受注獲得の事例も
・その後現場も巻き込み、削減ロードマップを実現するための実行支援を実施したケースも

10

ハンズオン事業では、社内プロジェクト支援の進め方や順序、範囲について企業様と事前に十分に検討・相談し、
「支援計画書」を作成してからハンズオン事業による支援を開始します。（事前検討期間は無料）
支援終了後も企業様による自走が可能な全社的カーボンニュートラル推進体制の構築、ノウハウの蓄積を目指します。

現状把握

• ＧＨＧ排出量の算定方法の確立、現状把握

• 削減ポテンシャルの把握
2ヶ月・4回訪問

削減計画

• GHG排出量削減計画の立案

• 削減方法の検討、削減のロードマップ作成
2ヶ月・4回訪問

認定申請

• 中小企業版SBTの申請

• 中小企業版SBT登録後の取組体制と活動計画の検討
2ヶ月・4回訪問

実施した主な内容 期間

※支援の進め方や内容については企業様と事前に十分に検討・相談をします。
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「ハンズオン支援」 （支援事例）

ハンズオン支援先企業である、㈱三静工業＜静岡県三島市松本181＞（アルミダイカスト製
造）の、全社一体となったカーボンニュートラルに向けたプロジェクトが評価され、
2025年度 省エネ大賞「中小企業庁長官賞」受賞。
カーボンニュートラル対応を新たな武器に販路開拓、企業価値向上等に繋げている。
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個別支援施策まとめ
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ハンズオン支援
(カーボンニュートラル)

カーボンニュートラル
専門家助言

カーボンニュートラル
相談窓口

社内プロジェクトに対して専門
家派遣を行い伴走支援を実施。

対面（現地訪問）またはオンライ
ンで専門家が課題の整理及び助言
を実施

対面（原則中小機構への来所）
またはオンラインで１回１時間
で専門家が相談対応

実施形態

17,500円/日無料無料費用

月２回支援 × ４～１０か月最大３回１回（何度でも利用可）支援回数

①～③の中では最も手厚く、長
期間の支援を実施。

広く内部・外部環境をヒアリン
グして、個社の事情に応じた総
合的な課題解決を伴走支援。

現地訪問・回数を重ねての助言を行
うため、企業の状況・課題に則した
深いアドバイスが可能。

CO2排出量の簡易的な算定に取組ん
で現状や課題を把握し、今後の削減
対応の検討。

間口が広く使いやすい（規模問わ
ず、ライトな相談から何でもOK）

コツコツ進められる。

中小企業へのCN支援経験豊富なア
ドバイザーが対応（※①～③全共
通）

特徴

「カーボンニュートラルに全社を挙
げて取り組み、競争力強化に繋げた
い。SBT認証の取得も目指した
い。」

「カーボンフットプリント算定に取
り組みたい」

「自社のCO2排出量の可視化を試みた
いが、進め方について助言してほし
い」

「自社で本格的にCNに取り組んでいき
たいが進め方が分からない」

「CNについてそもそもよく分からな
い」

「CNは当社の業種・業態でも関係が
あるのか？」

「取り組みたいとは考えているが、
何から始めたら良いのか分からな
い」

相談例

本格的気軽に

※②カーボンニュートラル専門家助言③ハンズオン支援のご利用には一定の条件がございます。
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大手企業と連携したサプライヤーのカーボンニュートラル推進

サプライヤー中小企業のカーボンニュートラルを推進したい、大手企業と連携した支援も
実施しております。
サプライヤー全体に対するセミナー、勉強会による全体のレベルアップと個社支援による
先進事例の創出の両面からサポートが可能です。

（イメージ）
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大手企業との連携したサプライヤー様支援事例 （株式会社明電舎様）

画像出所：環境省HP「グリーンバリューチェーン・プラットフォーム」記事『株式会社明電舎インタビュー サプライヤと共に挑む―明電
舎のScope3削減への挑戦』
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/interview_03.html

Scope3の削減のためサプライヤーの脱炭素化を図りたい大手企業と連携してサプライヤーの支援を実施。
グリーン・バリューチェーンプラットフォーム（サプライチェーン全体の脱炭素経営を支援するための
環境省の情報集約サイト）にて、㈱明電舎様が取材を受け、中小機構との連携事例など、サプライヤーの
脱炭素化の取り組みを紹介する記事が掲載された。
優れた取り組みを行ったサプライヤーを表彰する㈱明電舎様の式典にて、中小機構の支援先が優秀賞を
受賞したことなども取り上げられている。

取引額や環境リスクが大きいサ
プライヤには、様々な中小機構
の支援メニューを活用してもら
うことで、支援しています。

支援を行うことで、①サプライ
チェーン全体のレベルアップ、
②サプライヤとの信頼関係の向
上、③サプライヤの皆様の意識
の変化といった効果が見られた。
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https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/index.html

Ｊ－Ｎｅｔ２１では、中小企業経営者の課題解決をサポートする最新の支援情報や事例を発信しています。
カーボンニュートラルについては特集ページが設けられており、取組のポイントの他、各種支援施策や
補助金等の情報を総合的に紹介しています。
カーボンニュートラル実現に向けた手順を理解しながら現在の自社の取り組み状況を確認するための
セルフチェックシートも掲載されています。

「Ｊ－Ｎｅｔ２１」のご紹介 最新の情報を『知る』
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「J-GoodTech」のご紹介 販路拡大や技術開発の連携に活用

全国の中小企業、大手企業、海外企業をつなぐビジネスマッチングサイトで、利用料は無料、約38,000社が登録して
おり、年間約10,000件のマッチングが行われています。
大手パートナー企業から常時多数の引き合い案件（ニーズ）が掲載されており、問い合わせ機能を
通じて直接コンタクトができます。
展示会や商談会の特設サイトでも、カーボンニュートラルの推進に貢献する製品やサービス、技術をPRできます。

ビジネスマッチングサイト「J-GoodTech」
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https://jgoodtech.smrj.go.jp/pub/ja/about/
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【申込・照会先】（独）中小企業基盤整備機構 関東本部
企業支援課（担当：中村・鎌田）
03-5470-1637電話

メール nakamura-tak@smrj.go.jp
kamata-y@smrj.go.jp 【2025年度】


